
令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

官報その他公告料
２３６１ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月1日

独立行政法人国立
印刷局（東京都港
区虎ノ門二丁目２
番５号）

6010405003434

官報への広告塔掲載料
は、独立行政法人国立
印刷局のみが行う業務
であるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

1,999,767 1,999,767 100.00%

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

官報その他公告料
２６２９ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月1日

独立行政法人国立
印刷局（東京都港
区虎ノ門二丁目２
番５号）

6010405003434

官報への広告塔掲載料
は、独立行政法人国立
印刷局のみが行う業務
であるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

2,226,763 2,226,763 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

９０式戦車射撃訓練
用シミュレータ“保
守整備”ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月3日

コンカレント日本
株式会社（東京都
台東区柳橋２丁目
１９番６号）

6010501003924

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者がコンカレ
ント日本株式会社のみ
であり、当該契約にそ
の製造図書を必要とす
ることから、履行可能
な者が同社に限られる
ため。また、本契約へ
の新規参入者を募る公
示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に
応募する者は現在確認
されていない。（根拠
法令：会計法第２９条
の３第４項）

10,426,900 10,426,900 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

類別業務の部外委託
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月3日

一般財団法人防衛
技術協会（東京都
文京区本郷３丁目
２３番１４号）

7010005018591

本契約は競争に付した
結果、予定価格の制限
に達した者がいないこ
とにより再度入札を
行ったが、落札者がい
なかったため。（根拠
法令：会計法第２９条
の３第５項、予決令第
９９条の２）

4,966,936 4,505,000 90.69%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月3日

東芝インフラシス
テムズ株式会社
電波システム事業
部（神奈川県川崎
市幸区堀川町７２
番地３４）

2011101014084

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が東芝イン
フラシステムズ株式会
社のみであり、当該契
約にその製造図書を必
要とすることから、履
行可能な者が同社に限
られるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

80,806,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（火力戦闘
指揮統制システム模
擬装置）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月3日

東芝インフラシス
テムズ株式会社
電波システム事業
部（神奈川県川崎
市幸区堀川町７２
番地３４）

2011101014084

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が東芝イン
フラシステムズ株式会
社のみであり、当該契
約にその製造図書を必
要とすることから、履
行可能な者が同社に限
られるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

9,867,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

衛星単一統制局装置
の部外委託整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月3日

株式会社エム・
シー・シー　防衛
オペレーション事
業部（東京都港区
新橋６丁目１７番
２１号）

2010001078727

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が株式会社
エム・シー・シーのみ
であり、当該契約にそ
の製造図書を必要とす
ることから、履行可能
な者が同社に限られる
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

8,169,700 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（暗号書印
刷・製本装置）　８
ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月3日

理想科学工業株式
会社　広域営業部
（東京都港区芝５
丁目３４番７号）

9010401031452

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が理想科学
工業株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

1,211,100 1,211,100 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＡＨ－１Ｓ戦闘シ
ミュレータの委託整
備ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月3日

三菱プレシジョン
株式会社　営業本
部防衛・宇宙事業
部　（東京都港区
港南一丁目６番４
１号）

8010601032482

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
三菱プレシジョン株式
会社のみであり、当該
契約にその製造図書を
必要とすることから、
履行可能な者が同社に
限られるため。また、
本契約への新規参入者
を募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

106,071,350 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

広域受信処理装置Ｇ
ＲＱ－６５定期及び
臨時現地整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月4日

コーンズテクノロ
ジー株式会社
（東京都港区芝３
丁目５番１号）

1010401098920

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者がコーンズ
テクノロジー株式会社
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

61,930,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

自動車保安検査用試
験器“校正”ほか３
７件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月5日

一般社団法人日本
自動車機械工具協
会　　（東京都新
宿区新宿７丁目２
３番５号）

6011105005373

指定自動車整備事業規
則（昭和３７年９月２
６日運輸省令第４９
号）及び陸幕武第４７
号（昭和４７年２月４
日）により、一般社団
法人日本自動車機械工
具協会が指定されてい
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

1,784,090 1,784,090 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

神経剤用注，自動注
射キット，一体型ほ
か２件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月5日

双日エアロスペー
ス株式会社
（東京都千代田区
丸の内１丁目８番
３号）

9010401021742

本契約の履行に当たっ
ては、輸入販売代理権
が必要であり、公募を
実施したが、応募者が
契約相手方1者のみで
あったため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

168,960,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＤａｔａＣｅｎｔｒ
ｉｃＥｎａｂｌｅｒ
保守　７６ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月6日

富士通特機システ
ム株式会社　経営
推進・特機ビジネ
ス統括部（東京都
千代田区五番町１
番地１野村不動産
市ヶ谷ビル）

9020001070098

本契約は競争に付した
結果、予定価格の制限
に達した者がいないこ
とにより再度入札を
行ったが、落札者がい
なかったため。（根拠
法令：予決令第９９条
の２）

2,374,240 2,365,880 99.64%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

交戦訓練用装置Ⅱ型
及び実動訓練評価支
援器材に関する訓
練・普及教育業務の
支援　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月7日

富士通特機システ
ム株式会社　経営
推進・特機ビジネ
ス統括部（東京都
千代田区五番町１
番地１野村不動産
市ヶ谷ビル）

9020001070098

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が富士通特
機システム株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

258,280,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月7日

エヌ・ティ・
ティ・コミュニ
ケーションズ株式
会社　ビジネスソ
リューション本部
第二ビジネスソ
リューション部
（東京都千代田区
大手町２丁目３番
１号）

7010001064648

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者がエヌ・
ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

9,377,500 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＵＨ－２操縦訓練シ
ミュレータの現地に
おける整備診断後の
修理　１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月7日

株式会社ＳＵＢＡ
ＲＵ　航空宇宙カ
ンパニー（栃木県
宇都宮市陽南１丁
目１番１１号）

5011101019196

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

11,035,200 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

交戦訓練用装置Ⅱ型
及び実動訓練評価支
援器材の整備業務等
に関する委託

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月7日

富士通特機システ
ム株式会社　経営
推進・特機ビジネ
ス統括部（東京都
千代田区五番町１
番地１野村不動産
市ヶ谷ビル）

9020001070098

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が富士通特
機システム株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

446,402,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

使用済自動車の再資
源化預託金等ほか１
４件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月10日

公益財団法人自動
車リサイクル促進
センター　資金管
理センター　（東
京都港区芝大門１
丁目１番３０号日
本自動車会館１１
階）

9010405008752

使用済自動車の再資源
化等に関する法律（平
成２６年法律第６９
号）により、資金管理
法人のみが行う業務で
あるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

1,799,950 1,799,950 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

陸自クローズ系クラ
ウド基盤用末端ネッ
トワーク機器設定・
設置及びＬＡＮ配線
役務

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月10日

富士通ネットワー
クソリューション
ズ株式会社　ナ
ショナルセキュリ
ティビジネス部
（神奈川県川崎市
幸区大宮町１番地
５）

7020001077145

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が富士通
ネットワークソリュー
ションズ株式会社のみ
であり、当該契約にそ
の製造図書を必要とす
ることから、履行可能
な者が同社に限られる
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

69,634,400 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月11日

三菱電機特機シス
テム株式会社　営
業本部　（東京都
品川区大崎１丁目
１５番９号）

7010701017021

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
特機システム株式会社
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

13,816,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月11日

三菱電機特機シス
テム株式会社　営
業本部　（東京都
品川区大崎１丁目
１５番９号）

7010701017021

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
特機システム株式会社
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,568,600 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（質量分析
装置（衛生分析車ユ
ニット用））ほか１
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月12日

住商エアロシステ
ム株式会社
（東京都千代田区
一ツ橋１丁目２番
２号）

1010001020185

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が住商エア
ロシステム㈱のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。なお、本件は、３
０年度及び３１年度に
も調達を実施したとこ
ろ、一社応募となり、
同社と契約を締結した
ものである。また、本
契約への新規参入者を
募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

8,311,600 8,311,600 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（塩基配列
解析装置（衛生分析
車ユニット用））ほ
か１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月14日

家田化学薬品株式
会社　（東京都文
京区本郷３－１４
－１６）

6010001037497

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が家用化学
薬品㈱のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。な
お、本件は、３０年度
及び３１年度にも調達
を実施したところ、一
社応募となり、同社と
契約を締結したもので
ある。また、本契約へ
の新規参入者を募る公
示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に
応募する者は現在確認
されていない。（根拠
法令：会計法第２９条
の３第４項）

4,994,000 4,994,000 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月14日

ＮＥＣネットワー
ク・センサ株式会
社　維持整備本部
（東京都府中市日
新町１丁目１０番
地）

7012401000240

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者がＮＥＣ
ネットワーク・センサ
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

12,672,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（平導院検
証機）

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月14日

株式会社ジョイン
ト・システムズ・
サービス（東京都
新宿区市谷本村町
１番１号　住友
市ヶ谷ビル８・９
階）

1011101030207

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

131,894,400 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

小火器射撃評価シス
テム３型“現地整
備”

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月17日

株式会社日立国際
電気　特機事業部
（東京都港区西新
橋２丁目１５番１
２号）

2010001098064

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
日立国際電気のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,628,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月17日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,300,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月17日

富士通特機システ
ム株式会社　経営
推進・特機ビジネ
ス統括部（東京都
千代田区五番町１
番地１野村不動産
市ヶ谷ビル）

9020001070098

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が富士通特
機システム株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,432,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月18日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

11,330,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

対空射場管制装置
（六ケ所対空射場）
の現地整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月18日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
東芝電波プロダクツ株
式会社のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,195,400 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（師団等指
揮システム模擬装
置）

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月19日

株式会社ジョイン
ト・システムズ・
サービス（東京都
新宿区市谷本村町
１番１号　住友
市ヶ谷ビル８・９
階）

1011101030207

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,698,100 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ターボシャフト・エ
ンジンＴ７００－Ｉ
ＨＩ－７０１Ｃの維
持　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月21日

株式会社ＩＨＩ
航空・宇宙・防衛
事業領域防衛シス
テム事業部営業部
（東京都江東区豊
洲３丁目１番１
号）

4010601031604

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たゼネラルエレク
トリック社との技術援
助契約が必要であり、
これらを満足するのは
契約相手方である株式
会社ＩＨＩのみである
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

80,759,800 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

陸自クローズ系クラ
ウド基盤用端末機器
セットアップ用ディ
スク及び末端ネット
ワーク機器のコン
フィグレーション
ファイル作成役務
７ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月24日

株式会社ジョイン
ト・システムズ・
サービス（東京都
新宿区市谷本村町
１番１号　住友
市ヶ谷ビル８・９
階）

1011101030207

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

36,960,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

航空機等の技術調査
（ＵＨ－６０ＪＡの
ＦＤＲ）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月24日

関東航空計器株式
会社　（神奈川県
藤沢市本藤沢２丁
目３番１８号）

7021001000443

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

11,330,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

航空機等の技術調査
（多用途ヘリコプ
ターＵＨ－６０Ｊ
Ａ）　１ＰＬ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月24日

三菱重工業株式会
社　防衛・宇宙セ
グメント航空機・
飛昇体事業部営業
部　（東京都千代
田区丸の内３丁目
２番３号）

8010401050387

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たシコルスキーエ
アクラフト社との技術
援助契約が必要であ
り、これらを満足する
のは契約相手方である
三菱重工業株式会社の
みであるため。（根拠
法令：会計法第２９条
の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

53,130,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

航空機等の技術調査
（多用途ヘリコプ
ターＵＨ－６０ＪＡ
のＥＮＧ）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月24日

株式会社ＩＨＩ
航空・宇宙・防衛
事業領域防衛シス
テム事業部営業部
（東京都江東区豊
洲３丁目１番１
号）

4010601031604

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たゼネラルエレク
トリック社との技術援
助契約が必要であり、
これらを満足するのは
契約相手方である株式
会社ＩＨＩのみである
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

40,548,200 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ロングボウ・システ
ムの維持　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月24日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たロングボウ・イ
ンターナショナル社と
の技術援助契約が必要
であり、これらを満足
するのは契約相手方で
ある三菱電機株式会社
のみであるため。（根
拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

818,257,200 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（遺伝子解
析装置（衛生分析車
ユニット用））ほか
１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

アルフレッサ株式
会社　東京城南病
院支店（東京都目
黒区目黒本町２丁
目１８番１６号）

3010001027880

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者がアルフ
レッサ㈱のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。な
お、本件は、３０年度
及び３１年度にも調達
を実施したところ、一
社応募となり、同社と
契約を締結したもので
ある。また、本契約へ
の新規参入者を募る公
示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に
応募する者は現在確認
されていない。（根拠
法令：会計法第２９条
の３第４項）

1,459,260 1,459,260 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（多検体Ｐ
ＣＲ（衛生分析車ユ
ニット用））ほか１
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

アルフレッサ株式
会社　東京城南病
院支店（東京都目
黒区目黒本町２丁
目１８番１６号）

3010001027880

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者がアルフ
レッサ㈱のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。な
お、本件は、３０年度
及び３１年度にも調達
を実施したところ、一
社応募となり、同社と
契約を締結したもので
ある。また、本契約へ
の新規参入者を募る公
示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に
応募する者は現在確認
されていない。（根拠
法令：会計法第２９条
の３第４項）

1,427,580 1,427,580 100.00%



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＮＢＣ偵察車の搭載
器材取付及び整備に
係る技術援助役務
１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

株式会社小松製作
所　特機事業本部
（東京都港区赤坂
２丁目３番６号）

1010401010455

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

5,558,300 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

富士通株式会社
ナショナルセキュ
リティ事業本部
防衛ビジネス統括
部（東京都千代田
区五番町１番地１
野村不動産市ヶ谷
ビル）

1020001071491

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

15,400,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

富士通株式会社
ナショナルセキュ
リティ事業本部
防衛ビジネス統括
部（東京都千代田
区五番町１番地１
野村不動産市ヶ谷
ビル）

1020001071491

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が富士通株
式会社のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

5,060,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材整備
（ＰＤＩＯ基板）

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

ＮＥＣネットワー
ク・センサ株式会
社　維持整備本部
（東京都府中市日
新町１丁目１０番
地）

7012401000240

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者がＮＥＣ
ネットワーク・センサ
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,820,500 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

対空射場管制装置等
（静内対空射場）の
現地整備（修理）
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
東芝電波プロダクツ株
式会社のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,799,300 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＢＯＯＳＴＥＲ　Ｐ
ＵＭＰのオーバー
ホール　１００ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月25日

多摩川エアロシス
テムズ株式会社
飯田事業所（長野
県飯田市大休１８
７９）

1020001093908

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
多摩川エアロシステム
ズ株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

6,149,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月26日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が東芝電波
プロダクツ株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

45,471,800 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月26日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

11,220,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

サミット支援航空機
及びエンジンに対す
る技術援助　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月26日

川崎重工業株式会
社　航空宇宙シス
テムカンパニー営
業本部（東京都港
区海岸１丁目１４
番５号）

1140001005719

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たオンティックエ
ンジニアリングアンド
マニュファクチャリン
グ社、トライアンフエ
ンジンコントロールシ
ステムズ社及びハネ
ウェル社との技術援助
契約が必要であり、こ
れらを満足するのは契
約相手方である川崎重
工業株式会社のみであ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,811,600 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

サミット支援航空機
及びエンジンに対す
る技術援助　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月26日

川崎重工業株式会
社　航空宇宙シス
テムカンパニー営
業本部（東京都港
区海岸１丁目１４
番５号）

1140001005719

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たボーイング社と
の技術援助契約が必要
であり、これらを満足
するのは契約相手方で
ある川崎重工業株式会
社のみであるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,837,800 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月27日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

83,380,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月27日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

68,200,000 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材整備
（移動監視レーダ装
置ＧＴＰＳ－２－
Ｃ）ほか３件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月27日

三菱電機特機シス
テム株式会社　営
業本部　（東京都
品川区大崎１丁目
１５番９号）

7010701017021

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,171,300 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＩＦＦインタロゲー
タ（ＴＳＡ１４１
２）の計測役務ほか
２件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月27日

日本無線株式会社
特機営業部　（東
京都中野区中野４
丁目１０番１号）

3012401012867

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

51,947,500 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

戦闘ヘリコプターＡ
Ｈ－６４Ｄの維持
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月27日

株式会社ＳＵＢＡ
ＲＵ　航空宇宙カ
ンパニー（栃木県
宇都宮市陽南１丁
目１番１１号）

5011101019196

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たボーイング社と
の技術援助契約が必要
であり、これらを満足
するのは契約相手方で
ある株式会社ＳＵＢＡ
ＲＵのみであるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,945,162,400 -



令和５年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

野外通信システム模
擬装置等維持運用支
援

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和5年4月28日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

24,860,000 -


